
令和２年度 政策評価書（事前の事業評価） 
 

担当部局等名：防衛装備庁プロジェクト管理部事業監理官（艦船担当） 
評価実施時期：令和２年 9 月 

 
１ 事業名 
  流体雑音低減型水中発射管構成要素の研究 
 
２ 政策体系上の位置付け 

⑴  施策名：従来の領域における能力の強化 
     技術基盤の強化 
 

⑵  関係する計画等 

名 称（年月日） 記載内容（抜粋） 
平成３１年度以降に係る防
衛計画の大綱（平成３０年
１２月１８日国家安全保障
会議及び閣議決定） 

Ⅳ 防衛力強化に当たっての優先事項 
 ２  領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 

（２） 従来の領域における能力の強化 
ア 海空領域における能力 

我が国への攻撃に実効的に対応するため、海上優勢・航空優
勢を獲得・維持することが極めて重要である。 

このため、我が国周辺海空域における常続監視を広域にわた
って実施する態勢を強化する。（略） 

３ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（３） 技術基盤の強化 

（略）新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・チェ
ンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して
選択と集中による重点的な投資を行うとともに、研究開発のプロ
セスの合理化等により研究開発期間の大幅な短縮を図る。（略） 

中期防衛力整備計画（平成
３１年度～平成３５年度)
（平成３０年１２月１８日
国家安全保障会議及び閣議
決定） 

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業 
１ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 
（２） 従来の領域における能力の強化 

（ア） 海空領域における能力 
  （ｉ） 常続監視体制の強化 

太平洋側の広大な空域を含む我が国周辺海空域で広域
において常続監視を行い、各種兆候を早期に察知する態
勢を強化するため、多様な任務への対応能力を向上させ
た新型護衛艦（ＦＦＭ）、潜水艦、哨戒艦、固定翼哨戒
機（Ｐ－１）、哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ及びＳ
Ｈ－６０Ｋ（能力向上型））及び艦載型無人機の整備並
びに既存の護衛艦、潜水艦、固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）
及び哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｊ及びＳＨ－６０
Ｋ）の延命を行うとともに、固定翼哨戒機（Ｐ－１）等
の能力向上を行う。（略） 

 ２ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（３） 技術基盤の強化 

（略）研究開発のプロセスの合理化等により、研究開発期間の
大幅な短縮を図るため、ブロック化、モジュール化等の新たな手
法を柔軟かつ積極的に活用するとともに、研究開発段階の初期に
おいて技術実証を用いた代替案分析を行うなどして、装備品の能
力を早期に可視化する。（略） 



３ 事業の概要等  
⑴  事業の概要 

魚雷等を射出する際の発射音等を敵に察知されることによる、早期回避による攻撃効果の低
減及び敵からの反撃を防止するため、水中発射管の構成要素について研究し、発射音の低減に
ついて検証することにより、潜水艦の静粛化設計に反映する技術を確立する。 

 
⑵  総事業費（予定） 

約３５億円（研究試作総経費） 
 

⑶  実施期間 
令和３年度から令和７年度まで研究試作を実施する。また、本事業成果と合わせて、令和５

年度から令和８年度まで試験を実施し、その成果を検証する。（所内試験のための試験研究費は
別途計上する。） 

 

年度 令和３年 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

実
施
内
容 

  

 

  

 

 

                                研究実施線表 
 

⑷  達成すべき目標 
○魚雷射出音の低減 
 下記ア及びイの技術的課題を解明し、戦術状況に応じ射出雷速を可変制御できる機能を付与
するとともに、現状よりも魚雷発射音を低減する。 

ア ポンプ流体雑音低減技術 
タービンポンプの静粛化により、射出水流に起因する信号を低減する技術を確立する。 

   イ ポンプ水流制御技術 
     射出雷速を変更できるよう流量制御が可能な発射弁に関する技術を確立する。 

 
４ 政策効果の把握の手法 

⑴  事前事業評価時における把握手法 
本事業に当たっては、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年省訓令第３８号）第７条の規

定により置かれた技術評価部会（以下「技術評価部会」という。）において、必要性、効率性及
び有効性等について評価を行い、政策効果の把握を実施した。 

 
⑵  事後事業評価時における把握手法 

技術的な検証については、技術評価部会において、基本設計終了時点、試作終了時点等にお
いて中間段階の技術検証を実施するとともに、試験終了時点において事後の検証を実施する。 

また、行政事業レビューとも連携しつつ、本事業の進捗状況を検証した上で、目標管理型政策
評価（モニタリング含む。）を実施する。 

 
 
 
 
 

本事業（研究試作） 

所内試験 



５ 政策評価の観点及び分析 

 
６ 総合的評価 

我が国周辺国の潜水艦のソーナー探知能力及び静粛性の向上に伴い、敵国艦艇の早期回避によ
る我が国潜水艦の攻撃効果の低減及び敵からの反撃を防止するため、魚雷を射出する際の発射音
を低減する必要性は理解できる。また、既存試験装置の使用、先行研究の成果の活用及び効率的
な試験の実施に努めており、本事業に着手することは妥当であると判断する。 

 

観 点 分  析 

必要性 

◆当該事業を行う必要性 
 我が国の魚雷について、魚雷そのものの静粛化が進んでいる一方、射出時に発射
管から出る射出音については静粛化が進んでいないため、発射音が探知されること
で、早期に回避行動をとられることによる攻撃の成功率の低下を招いているととも
に、潜水艦の存在域を特定されるリスクが高い。将来的にも、自艦の安全性を確保
しつつ、魚雷による攻撃の成功率を向上させるためには、発射音低減のための研究
を実施する必要がある。 

◆当該年度から実施する必要性 
 令和１０年代初頭から老朽化のため順次除籍予定のそうりゅう型（1 番艦は平成
１６年（２００４年）度契約、平成２１年（２００８）度就役）の代替艦に整備す
る計画であり、研究試作・試験に必要な期間を考慮すると、本事業を令和３年度か
ら開始する必要がある。 

◆代替手段との比較検討状況 
 諸外国の潜水艦水中発射管の静粛性能については、一部の情報はあるものの、秘
匿性が高く、断片的であるため詳細は不明である。また、唯一静粛性で優れている
と考えられる米国Ｍｋ２１は、我が国の潜水艦の大きさでは装備できないため、諸
外国からの導入は不可能である。 

効率性 

○研究開発経費の抑制 
 関連する研究により得られた本研究試作の対象である射出装置を模擬した流体機
器の模型試験及び数値解析の成果を活用することで、製造において契約相手方が実
施する試験（関連試験）の内容について精査を行い、既存の陸上試験装置を活用す
ることとした。これにより、当初計画よりも約１２億円の試作費を低減し、研究開
発費の抑制に努めている。 
○早期装備化のための方策 
 研究試作品を試験潜水艦※１に装備して試験し、実環境下を含め性能評価を行うこ
とで、開発試作を経ることなく成果を設計に反映する。 
※１ 潜水艦部隊の運用効率化と能力向上の加速のため新たに導入される潜水艦 

有効性 
 魚雷発射音の被探知範囲を縮小でき、自艦の安全性を確保しつつ隠密性を保った
まま有効な攻撃が可能となる。 

費 用 
及 び 
効 果 

 既存の試験装置を活用することで、研究開発経費の抑制に努めており、また、試
験潜水艦を使用した実艦艇試験を効率的に実施することで、早期装備化のための方
策も検討されている。静粛化された魚雷発射管を早期に装備化することで、我が国
潜水艦の安全性の確保と魚雷による攻撃の成功率向上が見込まれる。 



７ 有識者意見 
  特に意見なし。 
 
８ 政策等への反映の方向性 
  総合的評価を踏まえ、令和３年度概算要求を実施する。 
  令和３年度概算要求額：２５億円（後年度負担額を含む） 
 
９ その他の参考情報 
  研究概要 
 


